
１．職員の競争試験の状況

（１）職員の競争試験の状況（平成30年度実績）

作業療法士（2回目） 0人 0人 0人 0人 －

作業療法士（3回目） 0人 0人 0人 0人 －

薬剤師（2回目） 0人 0人 0人 0人 －

薬剤師（3回目） 0人 0人 0人 0人 －

医療事務(診療
情報管理士)

1人 1人 1人 1人 1.00

作業療法士（1回目） 1人 0人 0人 0人 －

看護師 11人 11人 11人 11人 1.00

介護福祉士（1回目） 1人 1人 1人 1人 1.00

薬剤師（1回目） 1人 0人 0人 0人 －

助産師 3人 3人 3人 3人 1.00

13.00

介護福祉士（2回目） 0人 0人 0人 0人 －

管理栄養士 4人 4人 2人 2人 2.00

診療放射線技師 4人 4人

消防吏員 25人 13人 5人 1人

1人

建築技師（1回目） 0人 0人 0人 0人 －

土木技師 6人 6人 5人 3人 2.00

2人 1人 2.00

一般事務 50人 36人 25人 15人 2.40

1人 4.00

臨床工学技士 1人 1人 1人 1人 1.00

大田市職員の人事行政の運営状況について

区分 申込者数
第１次試験
受験者数(A)

第１次試験
合格者数

最終合格者数
(B)

競争率(A)／(B)

建築技師（2回目） 0人 0人 0人 0人 －

保健師 6人 2人



２．職員の採用、退職等に関する任免の状況

（１）職員の採用の状況（平成30年度）

（２）職員の退職の状況
平成30年4月1日から平成31年3月31日までの退職者数

その他 0人 1人 1人

助産師

普通退職 4人 15人 19人

区分 男性 女性 計

定年退職 8人 2人 10人

勧奨退職 3人

男性 女性 計 男性 女性 計

2人

1人

7人

1人

0人

0人

2人 0人

1人

7人

0人 1人 1人

6人 9人

土木技師 2人 1人 3人 理学療法士 1人 0人

消防吏員 2人 0人 2人 介護福祉士

看護師

一般事務 10人 3人 13人

保健師 0人 1人 1人 臨床検査技師

区分 区分



３．職員の勤務条件について

（１）職員の勤務時間、その他の勤務条件（平成31年4月1日現在）
①職員の勤務時間（標準）

②休暇の概要

組合休暇 職員が許可を得て、登録された職員団体及び登録された職員団体の加入する上部団体の業
務又は活動に従事する期間とし暦年30日以内とする（休暇期間中の給与は減額）

父母、配偶
者及び子の
祭日

年各1日

介護休暇 職員は、配偶者、父母、子、配偶者の父母、二親等以内の親族でかつ職員と同居している
者で負傷、疾病又は老齢により2週間以上にわたり日常生活を営むのに支障があるものの
介護をするため、３回まで通算して6月の期間内において介護休暇を受けることができる
（休暇期間中の給与は減額）

不妊治療休暇 職員が許可を得て、不妊治療が必要な場合、連続する６月の期間内の必要と認められる期
間において不妊治療休暇を受けることができる（休暇期間中の給与は減額）

慶
弔
休
暇

本人の結婚 7日以内

妻の出産 3日以内

親
族
の
死
亡

配偶者 10日以内

父母 血族7日以内、姻族3日以内

兄弟姉妹 血族3日以内、姻族1日

伯父叔母 血族1日、姻族1日

甥姪 血族1日、姻族1日

子 血族5日以内、姻族1日

祖父母 血族3日以内、姻族1日

孫 1日以内

私傷病 職員が私傷病のため、療養を必要と認めた場合においては、引き続き90日を超えない期
間内においてこれを有給休暇とすることができる　ただし、精神疾患、悪性新生物、脳血
管疾患、心筋こうそく、慢性肝炎又は肝硬変、その他特に必要と認めた負傷又は疾病につ
いて、私傷病休暇期間を９０日を超えない範囲で延長することを可能とする

生理休暇 生理日の就業が著しく困難な職員が生理休暇を請求したときは、2日を超えない範囲内で
生理休暇を与える

産前産後休暇 産前8週間(多胎妊娠の場合にあっては、14週間)以内又は産後8週間以内の職員が休暇を
請求したときは、産前産後の休暇を与える

種類 概　　　　　　　　　　　要

年次有給休暇 １年につき20日
年次有給休暇の残日数がある場合20日を限度として翌年に繰り越す

病
気
休
暇

公務傷病 職員が公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は通勤により負傷し、若しくは疾病にか
かった場合において、任命権者が療養を必要と認めたときは、その療養期間中は、有給休
暇とする

結核療養 医師の診断の結果、結核の判定を受けた職員で、長期の療養を要するものと認定したとき
は、1年以内の期間は、有給休暇とする

1週間の正規
の勤務時間

1日の正規
の勤務時間

開始時刻 終了時刻 休憩時間

38時間45分 7時間45分 8:30 17:15 12:00～13:00



③特別休暇（主なもの）

（２）職員の分限及び懲戒処分の状況
①分限処分者数（平成30年度実績）

合　　　　　　　計
人 人 人 人 人

0 0 9 0 9

刑事事件に関し起訴された場合 人 人 人 人 人

0 0 0 0 0

職制、定数の改廃、予算の減少により廃
職、過員を生じた場合

人 人 人 人 人

0 0 0 0 0

0

心身の故障の場合 人 人 人 人 人

0 0 9

勤務実績がよくない場合 人 人 人 人 人

0 0 0 0

0 9

夏季厚生休暇 1年3日（7月～9月）

処分の種類
降任 免職 休職 降給 合計

処分理由

子の看護休暇 1年5日（複数養育する場合は10日）以内

ドナー休暇（骨髄若
しくは末梢血管細胞
の提供）

その都度必要と認める期間

ボランティア休暇 1年5日以内

女子職員が母子健康
手帳の交付を受けて
から産前休暇に入る
までの間において、
医師、歯科医師、保
健師又は助産師から
妊娠又は出産等に関
し、健康診査又は保
健指導を受ける必要
がある場合

妊娠満23週までは4週間に1回、妊娠満24週から満35週までは2週間に1回、妊
娠満36週から出産までは1週間に1回(ただし、医師又は助産師がこれと異なる指
示をしたときは、いずれの期間についてもその指示するところによる。)、出産後1
年以内である場合にあっては、医師又は助産師が保健指導又は健康診査を受けるこ
とを指示したときは、その指示するところにより、それぞれ4時間を超えない範囲
内で、その都度必要と認める時間

職員が産前休暇に入
るまでの間において
妊娠障害のため勤務
することが困難であ
る場合

2週間を超えない範囲内で必要と認める期間

職員が生後満1年に
達しない子を育てる
場合

1日2回それぞれ60分を超えない範囲内で必要と認める期間

原　　因 休暇を与える期間

職員が裁判員、証
人、鑑定人、参考人
等として国会、裁判
所、地方公共団体の
議会その他官公署へ
の出頭

その都度必要と認める期間



②懲戒処分者数（平成30年度実績）

（３）職員の服務の状況
①職員の年次有給休暇取得状況（平成30年1月1日～平成30年12月31日までの間）

②育児休業の取得者（平成30年度実績）

③介護休暇取得者（平成30年度実績）

男性職員
人

0

女性職員
人

2

前年度から引き続いて取得している者 人 人

0 17

区分 介護休暇取得者

区　　　　　分 男性 女性

新たに育児休業を取得した者 人 人

0 16

Ａ（日） Ｂ（日） Ｃ（人） Ｂ／Ｃ（日） Ｂ／Ａ（％）

26,803 5,700.0 682 8.4 21.3

総付与日数 総取得日数 対象職員 平均取得日数 消化率

0 0 0 0

0 0 0 0 0

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場
合

人 人 人 人 人

0

合　　　　　　　計
人 人 人 人

0 0 0 0

全体の奉仕者としてふさわしくない非行が
あった場合

人 人 人 人 人

人

0

処分の種類
戒告 減給 停職 免職 合計

処分理由

法令に違反した場合 人 人 人 人 人

0 0 0 0 0



４．職員の研修等について

（１）職員の研修（平成30年度実績）

（注）市立病院を除く

公益財団法人しまね女性セン
ター1 1

強いチームのつくり方 回 人 公益財団法人ふるさと島根定住
財団1 2

6 15

しまね働く女性きらめき応援塾 管理職編 回 人

行政実務研修（税徴収実務研修、地方公会
計制度入門研修、自治体経営手法研修、契
約・入札実務研修、チームで働くための労
働時間見直し研修）、行政課題研修（定住
促進研修）

回 人

選択研修（行政法入門、財務諸表基礎講
座、わかりやすい資料づくり講座、実践ク
レーム対応講座、ファシリテーション講
座）

回 人

市町村アカデミー（千葉県）

2 96

回 人

その他
　新規採用職員人権・同和問題研修、接遇
研修　等

回 人

島根県市町村総合事務組合

新入社員研修講座、新入社員フォローアッ
プ研修、先輩社員研修

回 人 大田地域人材確保推進協議会

3 33

回 人 国際文化アカデミー（滋賀県）

2

2

市町村アカデミー派遣研修

国際文化アカデミー派遣研修

・地域ブランド等観光戦略の実践

・行政と教育の連携による地域づくり

・自治体の中小企業支援

・自治体職員のためのデータ分析の基本

2

2

島根県自治研修所

研修区分 研修回数 受講者数 備　　　　考

階層別研修（監督者第Ⅲ課程、管理監督者
第Ⅰ、第Ⅱ、第Ⅲ課程、一般職員第Ⅰ、第
Ⅱ課程、中堅職員、新規採用職員）

回 人 島根県自治研修所

16 117

5 6



５．職員の福祉及び利益の保護の状況について

（１）健康診断受診者数の状況（平成30年度実績）

石綿健診

（注）市立病院を除く

（２）公務災害の認定状況（平成30年度実績）

（３）勤務条件に関する措置の要求（平成30年度実績）

（４）不利益処分に関する不服申し立て（平成30年度実績）

（５）職員共済会事業について（平成30年度実績）
地方公務員法第４２条の規定に基づき、職員の保健及び福利厚生の増進を目的として、大田市職員共済会を設置

しています。

0 0

継続件数 不服申立て件数

件 件

通勤災害
件

0

継続件数 要求件数

件 件

特殊検査 人

8

区分 認定件数

公務災害
件

15

定期健康診断 人

290

新規採用時健康診断 人

17

主な活動

各種健診・人間ドックの助成、各種サークル助成、研修
補助等

0 0

掛金・負担率 職員の給料月額の2/1,000（職員１：市１）

負担金 金　　額 備　　　考

市負担金
千円 会員は、市長を除く全て

の市職員3,575

健康診断の種類 受験者数（延べ人数）

人間ドック 人

179


